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知事の米国渡航中の行事結果について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 米国ユダヤ人協会訪問（担当課：国際課） 

（１）日時 

   2023年 5月 15日（月）午前 9時から午前 10時まで 

   （日本時間 5月 15 日（月）午後 10時から午後 11時まで） 

（２）場所  

   米国ユダヤ人協会 

（３）面談者 

   ニシーム・ルーベン 米国ユダヤ人協会アジア太平洋研究所 Assistant Director 

（４）愛知県側出席者  

大村秀章知事 

（５）内容 

知事は、杉原
すぎはら

千
ち

畝
うね

氏の人道的功績を顕彰する屋外型展示施設「杉原千畝広場 セン

ポ・スギハラ・メモリアル」（名古屋市瑞穂区）を杉原氏の母校である愛知県立瑞
ずい

陵
りょう

高等学校に開設したことを報告するとともに、メモリアル開設の記念冊子と関連資料

や写真を収めたフォトブックを寄贈しました。 

また、知事は「昨年 5月にはイスラエルのヤド・ヴァシェム（ホロコースト記念館）

を訪問し、献花・記帳も行った。今後も愛知県では、杉原氏の人道的功績の周知によ

 2023 年 5 月 15 日（月）午前、知事は米国ユダヤ人協会を訪問し、ニシーム・ルー

ベン 米国ユダヤ人協会アジア太平洋研究所 Assistant Director と意見交換を行いま

した。その後、冨田
と み た

浩司
こ う じ

駐アメリカ合衆国特命全権大使と面談しました。また、トヨ

タ ワシントン D.C.オフィスを訪問しました。 

午後には、米航空宇宙局（NASA）本部を訪問し、ビル・ネルソン長官と会談しまし

た。また、国務省を訪問し、ジョエル・エレンライク Office of Japanese Affairs

（日本部）代表と面談しました。その後、テキサス州選出のホアキン・カストロ下院

議員と面談しました。さらに、外交政策や国家安全保障問題を研究する世界有数のシ

ンクタンクである戦略国際問題研究所を訪問し、クリストファー・B・ジョンストーン

日本部長のほか、関係者と会談しました。 

2023年 5月 16日（火） 

愛知県政策企画局国際課 

国際戦略グループ 

担当 橋爪、鈴木 

内線 2447、2399 

ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 052-954-6130  
本事業は、SDGｓの「17 パートナーシップ

で目標を達成しよう」に資する取組です。 
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る人材育成とともに、貴協会を始めとする皆様と連携を深め、ホロコーストの記憶を

若い世代に伝え、二度とこのような悲劇が起きないようにしていくための取組に尽力

していきたい。」と述べました。 

さらに「愛知県では広場の整備に止まらず、杉原氏の功績を後世に語り伝えていく

ため、毎年 20万人の中学生向けの副読本を作成しており愛知県内全ての国公私立中学

校へ配布している。」と述べました。 

ニシーム・ルーベン Assistant Directorは、「米国ユダヤ人協会の全米 30支部のほ

か、在米日本国大使館や在米イスラエル大使館なども通じて杉原氏の功績を多くの人

に知ってもらうようにしていく。」と述べました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

杉原千畝の功績を紹介する様子            記念撮影 

 

２ 駐米日本国大使との面談（担当課：国際課） 

（１）日時 

   2023年 5月 15日（月）午前 10時 30分から午前 10時 45分まで 

   （日本時間 5月 15 日（月）午後 11時 30分から午後 11時 45分まで） 

（２）場所 

   在アメリカ合衆国日本国大使館 

（３）面談者 

   冨田
と み た

浩司
こ う じ

駐アメリカ合衆国特命全権大使 

（４）愛知県側出席者  

大村秀章知事 

（５）内容 

 知事は、テキサス州とは 2016年 4月に「友好交流と相互協力に関する覚書」（以下、

「MOU」という。）を結び、テキサス大学オースティン校と連携してのスタートアップ

支援などに取り組んできたが、先週、テキサス州のグレッグ・アボット知事と会い、

アボット知事から MOU をグレードアップし、新たな分野で連携を強化・発展させてい

きたいとの提案を受けたことをお話ししました。このほか、「テキサス大学オースティ

ン校とのスタートアップ支援での連携のバージョンアップや MD アンダーソンがんセ

ンターやテキサスメディカルセンターとの新たな連携など愛知県とテキサス州の関係

を強化していきたい。」と話すとともに、「大使には、愛知県民や愛知県企業の当地で
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の活動を御支援いただき、より一層交流が活発となるよう御支援をいただきたい。」と

述べました。 

それに対して、冨田大使は「元気な愛知県とテキサス州が連携を強化していくこと

は日本にとっても喜ばしいことである、大使館としてはぜひ支援していきたい。」と述

べました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冨田大使との面談の様子       冨田大使との記念撮影 

 

３ 北米トヨタ ワシントン D.C.オフィス訪問（担当課：国際課） 

（１）日時 

2023年 5月 15日（月）午前 11時 15分から正午まで 

   （日本時間 5月 16 日（火）午前 0時 15分から午前 1時まで） 

（２）場所 

   北米トヨタ ワシントン D.C.オフィス 

（３）面談者 

   岡崎
おかざき

達朗
た つ お

 Vice President, Toyota Motor North America 

（４）愛知県側出席者  

大村秀章知事 

（５）内容 

岡崎 Vice Presidentから、北米におけるこれまでの事業活動の歴史や、最近の、

電動化政策等の課題、取組などの説明がありました。また、米国で進む自動車の電動

化に関して、2022年に米国で成立したインフレ抑制法について意見交換しました。 

知事は、「テキサス州を訪問し、アボット・テキサス州知事と面談を行うなど、連携

強化に取り組んだ。ここワシントン D.C.でも愛知県との覚書を締結している州等から

選出された連邦議員等と面談し、愛知県進出企業の米国内での事業活動への支援や、

本県との交流促進に対する更なる協力をお願いし、日米関係の一層の強化に向けた意

見交換をしたいと考えている。」と述べました。 

 

 



4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面談の様子          岡崎 Vice President との記念撮影 

 

４ 米航空宇宙局（NASA）ビル・ネルソン長官との面談（担当課：国際課） 

（１）日時 

2023年 5月 15日（月）午後 12時 30分から午後 1時まで 

（日本時間 5月 16 日（火）午前 1時 30分から午前 2時まで） 

（２）場所 

米航空宇宙局（NASA）本部 

（３）面談者 

ビル・ネルソン米航空宇宙局（NASA）長官 

（４）愛知県側出席者 

大村秀章知事 

（５）内容 

知事は、今年 2 月にアメリカ航空宇宙局（NASA）のビル・ネルソン長官が航空宇宙

産業が盛んな本県を訪れ、知事と面談したことを受けて、NASA本部でネルソン長官と

面談しました。知事から「先週、ヒューストンのジョンソン宇宙センターを訪問し、

我が国の星出彰彦
ほしであきひこ

宇宙飛行士の案内で訓練施設や管制センター（Mission Control 

Center）を視察させていただいた。愛知県は航空宇宙産業において日本最大級の拠点

であり、航空宇宙産業に関係する事業所が県内に 186 か所存在している。また、日本

の宇宙分野の中心である H2-A、H3も愛知県で開発・製造が行われている。JAXAの拠点

も愛知県にあり、我が県は JAXAと『航空分野に係る連携協力に関する協定』を締結し

ているなど、日本の航空宇宙産業において最も重要な地域であり、今後とも、その振

興施策に全力で取り組んでいきたい。」と述べました。 

ネルソン長官は、NASA が取り組んでいる様々な宇宙開発計画を紹介するとともに、

「JAXAや日本の航空宇宙関連企業と引き続き連携し、宇宙開発に取り組んで行きたい。」

と述べました。 
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ネルソン長官との記念撮影    模型により宇宙開発計画の説明を受ける様子 

 

 

 

 

 

 

 

模型により宇宙開発計画の説明を受ける様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【アメリカ航空宇宙局（NASA）本部概要】 

非軍事目的の宇宙開発及び先進的な航空技術の研究開発を行う。 

開  設 1958年 

予算規模 232億ドル  

 

ジェイムズ・ウェッブ宇宙望遠鏡が捉えた 

350 億年前の光について説明を受ける様子 

ネルソン長官がかつて搭乗した 

宇宙船について紹介を受ける様子 

ネルソン長官と歓談する様子 
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５ 国務省訪問（担当課：国際課） 

（１）日時 

2023年 5月 15日（月）午後 1時 30分から午後 2時 30分まで 

（日本時間 5月 16日（火）午前 2時 30分から午前 3時 30分まで） 

（２）場所 

国務省 

（３）面談者 

ジョエル・エレンライク Office of Japanese Affairs（日本部）代表 

（４）愛知県側出席者  

大村秀章知事 

（５）内容 

知事は、「2016年にMOUを締結したテキサス州を訪問し、アボット・テキサス州知

事と面談を行うなど、連携強化に取り組んだ。愛知はトヨタ自動車のホームランドで

あり、自動車産業をはじめ、ロボット・航空・宇宙などの産業の一大集積地でもあ

る。愛知から米国へは、トヨタを始め515の企業（259社515拠点）が進出し、米国各

地で地域に根付き、雇用創出を始めとした地域の経済の活性化に貢献している。ま

た、日米関係は世界で最も重要な二国間関係の一つであり、今後、愛知県としても、

関係各州や連邦議会の方々や多くの米国の友人と交流を重ね、日米関係の発展に貢献

していきたい。」と述べました。 

ジョエル・エレンライク代表は、「愛知は日米関係にとって重要な役割を果たして

いる。国務省として支援していきたい。」と述べました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面談の様子             国務省の皆さんとの記念撮影 

 

 

 

 

 

 

【国務省 Office of Japanese Affairs（日本部）概要】 

日本の情勢に関する情報を収集し、調査、分析する 
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６ ホアキン・カストロ下院議員との面談（担当課：国際課） 

（１）日時 

2023年 5月 15日（月）午後 3時から午後 3時 30分まで 

（日本時間 5月 16 日（火）午前 4時から午前 4時 30分まで） 

（２）場所 

下院議員会館 

（３）面談者 

ホアキン・カストロ下院議員（テキサス州選出） 

（４）県側出席者 

   大村秀章知事 

（５）内容 

知事は、2016年にテキサス州と結んだ MOUのこれまでの成果やスタートアップ分野

でのテキサス大学オースティン校と本県の連携、MDアンダーソンがんセンターと本県

がんセンターの今後のネットワークの構築について言及し、「テキサスは愛知県にと

って最も重要なパートナーだ。」と述べました。また、知事は、2022 年に米国で成立

したインフレ抑制法の愛知県から米国へ進出している企業への影響を説明し、カスト

ロ議員に支援を求めました。 

カストロ議員からは、「愛知県からの進出企業はテキサス州の誇りであり、でき得

る限りの支援をしていきたい。」との発言がありました。 

また、知事が、「日米関係は世界で最も重要な二国間関係である。」と述べたとこ

ろ、カストロ議員から「全く同意見である。だからこそ私も米日議員連盟に入ってい

る。」との発言があり、両者とも今後も日米関係のために貢献をしていく意志を述べ

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カストロ議員との面談の様子         カストロ議員との記念撮影 
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７ 戦略国際問題研究所訪問（担当課：国際課） 

（１）日時 

2023年 5月 15日（月）午後 4時から午後 5時まで 

（日本時間 5月 16 日（火）午前 5時から午前 6時まで） 

（２）場所 

戦略国際問題研究所 

（３）面談者 

クリストファー・B・ジョンストーン 日本部長・上級顧問 

（４）愛知県側出席者 

大村秀章知事 

（５）内容 

知事は、「2016年にMOUを締結したテキサス州を訪問し、アボット・テキサス州知事

と面談を行うなど、連携強化に取り組んだ。また、テキサス大学オースティン校との

スタートアップ支援での連携のバージョンアップや、MDアンダーソンがんセンターや

テキサスメディカルセンターとの新たな連携関係構築に取り組んだ。」と述べまし

た。 

また、目まぐるしく変化する国際的な環境の中で愛知県の果たし得る役割や、愛知

県が積極的に築いてきたグローバル・ネットワークについて、ジョンストーン 日本

部長・上級顧問ほかからの質疑に答える形で意見交換を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

面談の様子         ジョンストーン日本部長との記念撮影 

【戦略国際問題研究所概要】 

 ワシントン D.C.に本部を置くシンクタンク。ジョージタウン大学が設けた戦略国

際問題研究所が、学外組織として発展した。 

開 設 1962年 

 


